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I. 調査概要 

調査の目的：県民の人権に関する考え方等を調査し、人権教育・啓発をはじめとする今後の人権施策を推進するう

えでの基礎資料とする。 

調 査 期 間 ：令和 3 年 9 月 22 日（水）～10 月 31 日（日） 

（当初は調査期間を令和３年 10 月 12 日（火）までとしていたが、調査開始後に 10 月 31 日

（日）までに変更） 

調 査 対 象 ：県内に在住する 18 歳以上の男女 3,000 人（外国人住民を含む。） 

調 査 方 法 ：郵送法、オンライン調査法（回答者がどちらかを選択） 

※郵送法は、自記式アンケート調査（無記名方式）、調査対象者全員にハガキによる再依頼 2 回。 

なお、外国人対象者に対しては、やさしい日本語に配慮して作成した調査票と５か国語の翻訳調

査票（ポルトガル語・タガログ語・中国語・ベトナム語・英語）を送付した。 

※オンライン調査法は、調査票とともに配布したＩＤ・パスワードを用い、しがネット受付サービスにより

回答。（個人は特定されない。） 

回 収 結 果 ：有効回収数：1,560 件 有効回収率：52.9％ 

（割当標本数(3,000 人)に対する回収率：52.0%） 

回答者の属性 

(1) 性別       (2) 年齢別 

 
 

(3) 居住地域別       (4) 職業別 

 

  

男性(n=647)

41.5%

女性(n=851)

54.6%

答えたくない

(n=42)

2.7%

無回答(n=20)

1.3%

(N=1,560)
1.5%

4.4%

4.3%

5.0%

4.9%

6.8%

9.9%

7.8%

8.5%

6.2%

11.5%

15.3%

12.3%

1.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

18～19歳(n=24)

20～24歳(n=69)

25～29歳(n=67)

30～34歳(n=78)

35～39歳(n=76)

40～44歳(n=106)

45～49歳(n=155)

50～54歳(n=122)

55～59歳(n=133)

60～64歳(n=96)

65～69歳(n=179)

70～74歳(n=239)

75歳以上(n=192)

無回答(n=24)

(N=1,560)

24.6%

23.0%

9.9%

16.3%

10.5%

10.6%

3.5%

1.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

大津地域(n=384)

湖南地域(n=359)

甲賀地域(n=154)

東近江地域(n=255)

湖東地域(n=164)

湖北地域(n=165)

湖西地域(n=54)

無回答(n=25)

(N=1,560)

7.1%

6.5%

33.9%

2.6%

4.2%

3.5%

40.2%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

自営業を営んでいる、またはその手

伝いをしている(n=110)

従業員19人以下の企業・団体などに

勤めている(n=102)

従業員20人以上の企業・団体などに

勤めている(n=529)

官公庁に勤めている(n=41)

学校関係の職場に勤めている(n=65)

学生(n=54)

家事または無職、その他(n=627)

無回答(n=32)

(N=1,560)
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II. 調査結果 
1. 人権についての考え方 

(1) 「人権が尊重される」ということについて 

【問１】「人権が尊重される」ということはどういうことだと思うか（3 つまで回答）をたずねたところ、「差別されない、平

等である」と答えた人の割合が 72.6％で最も高くなっている。次いで「個人として尊重される」（58.1％）、「健康で

文化的な最低限度の生活を送ることができる」（49.3％）の順となっている。 

質問形式（今回・前回：３つまで選択、前々回：いくつでも選択可）を変更しているため単純比較はできないが、

過去の調査と比較しても同様の傾向を示している。 

 

図 「人権が尊重される」ということについて 

 

 

  

35.8%

72.6%

58.1%

22.7%

38.7%

49.3%

0.9%

0.8%

31.6%

73.9%

58.5%

25.0%

26.8%

52.1%

1.1%

0.6%

36.5%

86.9%

69.5%

39.7%

38.0%

59.7%

1.6%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

国家などの権力から干渉されず、

自由に生活できる

差別されない、平等である

個人として尊重される

個人の持つ可能性を発揮する機会が

認められる

多様な価値観が認められる

健康で文化的な最低限度の生活を

送ることができる

その他

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575) 平成23年度(N=3,111)
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(2) 滋賀県における人権尊重の状況 

【問２】今の滋賀県は「人権が尊重される社会」になっていると思うかをたずねたところ、「そう思う」「どちらかといえばそ

う思う」を合わせた“そう思う”と答えた人の割合は 56.3％となっている。逆に「そうは思わない」「どちらかと言えばそうは思

わない」を合わせた“そう思わない”は 23.2%となっている。前回の調査結果と比較すると、大きな変化は見られない。 
 

図 令和３年度・平成 28 年度 滋賀県における人権尊重の状況 

 

 

 

(3) 人権に関わる法律や条例について 

【問３】人権に関わる法律や条例の認知状況についてたずねたところ、「知っている」と答えた人の割合は「部落差別

の解消の推進に関する法律（部落差別解消推進法）」（33.6％）、「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（障害者差別解消法）」（22.6％）、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取

組の推進に関する法律（ヘイトスピーチ解消法）」（17.8％）、「滋賀県人権尊重の社会づくり条例」（9.9％）、

「滋賀県障害者差別のない共生社会づくり条例」（9.1％）の順となっている。 
 

図 人権に関わる法律や条例の認知度 

 

 

  

7.8%

8.6%

48.5%

46.8%

16.1%

15.4%

7.1%

6.5%

19.4%

22.3%

1.2%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

平成28年度(N=1,575)

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそうは思わない そうは思わない

わからない 無回答

22.6%

33.6%

17.8%

9.9%

9.1%

36.5%

40.8%

40.1%

35.4%

33.5%

39.6%

24.5%

40.7%

52.6%

55.2%

1.3%

1.2%

1.4%

2.1%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア 障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律（障害者差別解消法）

イ 部落差別の解消の推進に関する法律

（部落差別解消推進法）

ウ 本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消に向けた取組の推進に関する

法律（ヘイトスピーチ解消法）

エ 滋賀県人権尊重の社会づくり条例

オ 滋賀県障害者差別のない共生社会づく

り条例

（N=1,560)

知っている

名前は聞いたことがあるが、内容までは知らない

知らない

無回答
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2. 人権侵害を受けた経験および対応 

(1) 人権侵害を受けた経験 

【問４(1)】ここ５年以内で差別や人権侵害を受けた経験についてたずねたところ、「ある」と答えた人が 11.9％、

「ない」と答えた人が 87.0％となっている。前回、前々回の調査結果から大きな変化は見られない。 
 

図 令和３年度・平成 28 年度・平成 23 年度 人権侵害を受けた経験 

 

 
 

(2) 人権侵害を受けた場面 

【問 4(2)】人権侵害を受けた経験が「ある」と答えた人に、人権侵害を受けた場面（複数回答）についてたずねた

ところ、「職場で」が 52.2％で最も高く、次いで「地域社会や公共の場で」（40.3％）、「家庭生活で」（18.3％）

の順となっている。前回、前々回の調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっている。 
 

図 人権侵害を受けた場面 

 

  

11.9%

11.9%

13.6%

87.0%

87.8%

86.4%

1.1%

0.3%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

平成28年度(N=1,575)

平成23年度(N=3,111)

ある ない 無回答

18.3%

40.3%

7.0%

52.2%

10.2%

8.6%

4.3%

3.8%

0.5%

18.1%

39.4%

10.1%

49.5%

5.9%

6.4%

5.9%

5.3%

0.0%

19.1%

42.0%

12.7%

46.5%

13.9%

9.2%

7.3%

9.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

家庭生活で

地域社会や公共の場で

学校で

職場で

行政手続きや行政の対応で

福祉・医療サービスで

インターネット上で

その他

無回答

令和３年度(N=186) 平成28年度(N=188) 平成23年度(N=424)
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(3) 人権侵害を受けた内容 

【問 4(3)】人権侵害を受けた経験が「ある」と答えた人に、人権侵害を受けた内容（複数回答）についてたずねた

ところ、「あらぬうわさ、悪口で傷つけられた」と答えた人の割合が 37.6％で最も高く、次いで「仲間はずれ、いじめ、嫌

がらせを受けた」（35.5％）、「差別待遇を受けた」（32.3％）の順となっている。前回、前々回の調査結果と比べ

ると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっている。 

 

図 人権侵害を受けた内容 

 

 
 

  

37.6%

3.8%

19.4%

32.3%

35.5%

20.4%

7.5%

18.8%

2.2%

42.6%

7.4%

11.2%

31.9%

34.0%

19.1%

4.3%

15.4%

1.6%

53.1%

10.1%

16.7%

35.8%

38.9%

20.8%

9.4%

33.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

あらぬうわさ、悪口で傷つけられた

暴力をふるわれた

強迫・無理強いされた

差別待遇を受けた

仲間はずれ、いじめ、嫌がらせを

受けた

プライバシーを侵害された

セクシュアルハラスメント

（性的嫌がらせ）を受けた

その他

無回答

令和３年度(N=186) 平成28年度(N=188) 平成23年度(N=424)
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(4) 人権侵害を受けたときの対応 

【問 4(4)】人権侵害を受けた経験が「ある」と答えた人に、そのときにどのような対応をしたか（複数回答）について

たずねたところ、「身近な人に相談した」と答えた人の割合が 40.3％で最も高く、次いで「何もしなかった」（32.3％）、

「相手に抗議した」（24.7％）の順となっている。前回、前々回の調査結果と続いて「何もしなかった」と答えた人の割

合が減少しており、「法務局、県、市町、警察等の行政機関に相談した」と答えた人の割合が増加している。 

 

図 人権侵害を受けたときの対応 

 

 
 

※１ 平成 23 年度、28 年度の「NPO 等の民間団体に相談した」は、令和３年度の「滋賀県人権センターや NPO 等の民間団体に相談した」として整

理算出している。 

※２ 平成 23 年度の「警察に相談した」、「法務局、人権擁護委員に相談した」、「県の機関、市役所、町役場に相談した」および令和３年度の「警察

に相談した」、「法務局や人権擁護委員に相談した」、「県の窓口に相談した」、「市役所や町役場の窓口に相談した」は、平成 28 年度の「（参考）

法務局、県、市町、警察等の行政機関に相談した」として整理算出している。 

 

  

24.7%

40.3%

7.5%

3.8%

4.8%

1.1%

1.6%

5.9%

3.2%

13.4%

32.3%

15.1%

1.6%

20.2%

41.0%

6.4%

2.7%

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

0.5%

9.0%

39.4%

15.4%

2.1%

22.6%

39.6%

6.6%

3.8%

3.1%

1.4%

選択肢なし

選択肢なし

1.7%

7.8%

59.7%

8.7%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

相手に抗議した

身近な人に相談した

職場や学校の相談窓口に相談した

弁護士に相談した

警察に相談した

法務局や人権擁護委員に相談した

県の窓口に相談した

市役所や町役場の窓口に相談した

滋賀県人権センターやＮＰＯ等の

民間団体に相談した※１

（参考）法務局、県、市町、警察等

の行政機関に相談した※２

何もしなかった

その他

無回答

令和３年度(N=186) 平成28年度(N=188) 平成23年度(N=424)
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3. 人権侵害を見聞きした経験および対応 

(1) 人権侵害を見聞きした経験 

【問５(1)】ここ５年以内で人権侵害を見聞きした経験についてたずねたところ、「ある」と答えた人が 12.8％、「ない」

と答えた人が 85.8％となっている。前回の調査結果と比較すると、大きな変化は見られない。 
 

図 人権侵害を見聞きした経験 

 

 
 

(2) 人権侵害を見聞きしたときの対応 

【問５(2)】人権侵害を見聞きした経験が「ある」と答えた人に、そのときにどのような対応をしたか（複数回答）につ

いてたずねたところ、「差別や人権侵害をされた人の相談に乗る、助言をするなどした」と答えた人の割合が 37.2％で

最も高く、次いで「何もしなかった」（33.2％）、「差別や人権侵害をした人に注意したり、抗議したりした」（26.6％）

の順となっている。前回の調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっている。 
 

図 人権侵害を見聞きしたときの対応 

 

 

  

12.8%

12.8%

85.8%

86.9%

1.5%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

平成28年度(N=1,575)

ある ない 無回答

26.6%

37.2%

3.0%

0.0%

0.0%

1.5%

2.5%

選択肢なし

33.2%

11.1%

1.0%

20.8%

44.6%

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

選択肢なし

3.5%

36.1%

5.4%

2.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

差別や人権侵害をした人に注意したり、

抗議したりした

差別や人権侵害をされた人の相談に乗る、

助言をするなどした

警察に通報するなどした

法務局や人権擁護委員に通報するなどした

県に通報するなどした

市役所や町役場に通報するなどした

滋賀県人権センターやＮＰＯ等の

民間団体に通報するなどした

（参考）法務局、県・市町等の行政機関、

民間の相談機関等に通報するなどした

何もしなかった

その他

無回答

令和３年度(N=199) 平成28年度(N=202)
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4. 人権の個別分野ごとの課題 

(1) 女性の人権について 

【問６】女性の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねたところ、「社会において、

家事・育児や介護などを男女が共同して担う社会の仕組みが十分に整備されていないこと」と答えた人の割合が

50.3％で最も高く、次いで「家庭において、「男は仕事、女は家事・育児」など男女の固定的な役割分担意識がある

こと」（44.6％）、「職場において、採用あるいは昇進などで男女の待遇に違いがあること」（38.1％）の順となって

いる。前回の調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっている。 

 

図 女性の人権について 

 

 
 

  

44.6%

38.1%

50.3%

33.1%

6.7%

22.8%

15.3%

18.9%

12.8%

2.2%

3.2%

2.5%

1.8%

39.6%

33.7%

52.7%

26.0%

7.3%

19.0%

14.2%

16.6%

11.9%

1.5%

4.9%

6.5%

0.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

家庭において、「男は仕事、女は家事・育児」など

男女の固定的な役割分担意識があること

職場において、採用あるいは昇進などで男女の

待遇に違いがあること

社会において、家事・育児や介護などを男女が共同して

担う社会の仕組みが十分に整備されていないこと

女性は男性に比べて、議員や会社の役員・管理職、

自治会長など決定権を持つ立場につくことが少ないこと

商品の広告などで、内容に関係なく女性の水着姿・

裸体などを使用していること

職場や地域社会において、セクシュアルハラスメント

（性的嫌がらせ）があること

職場において、マタニティハラスメント（妊娠・

出産した女性に対する職場での嫌がらせ）があること

夫や恋人などから暴力・暴言、危害の恐怖を感じる

強迫や行動制限を受けること

売春・買春、ストーカー行為

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(2) 子どもの人権について 

【問７】子どもの人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねたところ、「仲間はずれ

や無視、悪口や暴力などのいじめがあること」と答えた人の割合が 64.7％で最も高く、次いで「親（保護者）が子ども

に暴力をふるったり、育児放棄などの虐待をすること」が 61.0％、「家庭の経済的事情により、子どもの教育環境に格

差が生じていること」（40.6％）の順となっている。前回の調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっ

ている。 

 

図 子どもの人権について 

 

 

 

  

64.7%

61.0%

11.9%

17.1%

32.4%

15.8%

5.1%

40.6%

17.8%

1.5%

0.8%

1.7%

1.2%

65.8%

54.2%

11.0%

12.5%

36.4%

17.5%

5.4%

41.0%

選択肢なし

0.9%

2.5%

7.0%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

仲間はずれや無視、悪口や暴力などの

いじめがあること

親（保護者）が子どもに暴力をふるったり、

育児放棄などの虐待をすること

学校や就職の選択などについて、大人が

子どもの意見を無視すること

教師による体罰や言葉の暴力があること

成績や学歴だけで子どもを判断すること

暴力や性など子どもにとって有害な情報が

氾濫していること

親（保護者）が子どものプライバシーを

尊重しないこと

家庭の経済的事情により、子どもの教育環境に

格差が生じていること

大人に代わって家族等の介護や世話を行っていること

で、学校生活や自らの成長等に影響を受けること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(3) 高齢者の人権について 

【問８】高齢者の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねたところ、「情報を高齢

者にわかりやすく伝えるための配慮が足りないこと」と答えた人の割合が 50.3％で最も高く、次いで「判断能力が十分

でない高齢者に、財産管理面などでの権利侵害や悪質商法などの被害が多いこと」（45.8％）、「経済的に自立が

困難なこと」（33.8％）の順となっている。前回の調査結果と比べると、「情報を高齢者にわかりやすく伝えるための配

慮が足りないこと」と答えた人の割合が高くなっている。 

 

図 高齢者の人権について 

 

 
 

  

29.4%

33.8%

12.4%

50.3%

20.8%

22.2%

45.8%

11.3%

9.6%

1.2%

3.7%

3.2%

0.9%

30.5%

34.5%

12.8%

38.1%

17.8%

23.7%

45.1%

12.6%

6.5%

1.1%

4.3%

7.9%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

働く能力を発揮する機会が少ないこと

経済的に自立が困難なこと

社会参加のためのボランティアや地域活動などを

通じて能力を発揮する機会が少ないこと

情報を高齢者にわかりやすく伝えるための配慮が

足りないこと

さまざまな建物や製品が、高齢者に利用しやすい

ようにつくられていないこと

病院や施設、家庭において劣悪な処遇や拘束・

虐待などがあること

判断能力が十分でない高齢者に、財産管理面などでの

権利侵害や悪質商法などの被害が多いこと

高齢者の意見や行動を尊重しないこと

アパート等への入居を拒否されること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(4) 障害者の人権について 

【問９】障害者の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねたところ、「障害のある

人に関する理解や認識が十分でないこと」と答えた人の割合が 61.5％で最も高く、次いで「働く場所や機会が少なく、

仕事上の待遇が十分でないこと」（39.4％）、「差別的な言動をされること」（33.4％）の順となっている。前回の

調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっている。 

 

図 障害者の人権について 

 

 

 

 

  

61.5%

39.4%

9.6%

25.4%

16.4%

20.8%

14.7%

14.6%

33.4%

3.5%

5.6%

1.1%

2.8%

4.0%

1.4%

58.1%

38.6%

11.0%

22.9%

12.2%

19.0%

14.3%

15.2%

27.5%

3.6%

5.4%

1.2%

3.6%

9.4%

0.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

障害のある人に関する理解や認識が十分でないこと

働く場所や機会が少なく、仕事上の待遇が

十分でないこと

スポーツ・文化活動・地域活動に気軽に参加できる

配慮がなされていないこと

障害に応じた教育環境が十分でないこと

情報を障害のある人にわかりやすく伝えるための

配慮が足りないこと

さまざまな建物や製品が、障害のある人に

利用しやすいようにつくられていないこと

病院や施設、家庭などにおいて、障害のある人に

対する不当な扱いや虐待などがあること

判断能力が十分でない障害のある人に、財産管理面

などでの権利侵害や悪質商法などの被害が多いこと

差別的な言動をされること

アパート等への入居を拒否されること

結婚について周囲の反対を受けること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(5) 外国人の人権について 

【問 10(1)】外国人の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねたところ、「外国

人の生活習慣や文化への理解や認識が十分でないこと」と答えた人の割合が 52.9％で最も高く、次いで「就職や仕

事の内容、待遇などで不利な条件におかれていること」（38.8％）、「情報を外国人にわかりやすく伝えるための配慮

が足りないこと」（34.5％）の順となっている。前回の調査結果と比べると、「就職や仕事の内容、待遇などで不利な

条件におかれていること」と答えた人の割合が高くなっている。 

 

図 外国人の人権について 

 

 

  

52.9%

38.8%

32.2%

19.5%

34.5%

4.4%

5.3%

4.8%

19.8%

1.0%

4.2%

9.6%

2.2%

52.3%

24.4%

37.7%

14.5%

28.7%

2.5%

4.1%

5.9%

16.0%

1.1%

5.4%

16.3%

0.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

外国人の生活習慣や文化への理解や認識が

十分でないこと

就職や仕事の内容、待遇などで不利な条件に

おかれていること

地域社会において交流する機会が少ないこと

外国人の子どもに対して、その子に応じた

十分な教育が行われていないこと

情報を外国人にわかりやすく伝えるための

配慮が足りないこと

宿泊施設、店舗等への入店や施設の利用を

拒否されること

アパート等への入居を拒否されること

結婚について周囲の反対を受けること

ヘイトスピーチが行われること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(6) ヘイトスピーチについて 

【問 10(2)】ヘイトスピーチについてどのように思うかをたずねたところ、「よくないことだと思う」と答えた人の割合が

39.4％で最も高く、次いで「許してはいけないことだと思う」（38.1％）、「わからない」（10.3％）の順となっている。 

また、「理解できるところもある」と答えた人の割合は 7.1%となっている。 
 

図 ヘイトスピーチについて 

 

 

 

(7) エイズやハンセン病などの感染症患者とその家族等の人権について 

【問 11】エイズやハンセン病などの感染症患者とその家族等の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３

つまで回答）（※）をたずねたところ、「病気についての理解や認識が十分でないこと」と答えた人の割合が 78.3％で

最も高く、次いで「差別的な言動をされること」（48.7％）、「就職や職場などで不利な扱いをされること」（33.5％）

の順となっている。前回の調査結果と比べると、上位２項目は同じ結果となっている。 
 

図 エイズやハンセン病などの感染症患者とその家族等の人権について 

 

 

 

※平成 28 年度は質問文を「エイズ患者・HIV 感染者やその家族等に関する事柄で、人権上、特にどのようなことが問題だと思いますか」としていたが、同

一の趣旨ではあるものの令和３年度は質問文を変更した。 

  

38.1% 39.4%
2.5%

7.1%

1.0%

10.3%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

許してはいけないことだと思う よくないことだと思う 特に何とも思わない

理解できるところもある その他 わからない

無回答

78.3%

12.9%

32.6%

33.5%

48.7%

4.4%

2.5%

8.1%

0.7%

1.3%

7.4%

1.3%

64.0%

11.3%

23.9%

23.6%

31.5%

3.4%

1.5%

9.8%

0.6%

3.0%

22.3%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

病気についての理解や認識が十分でないこと

医療機関で治療や入院を断られること

患者の社会復帰が困難であること

就職や職場などで不利な扱いをされること

差別的な言動をされること

宿泊施設、店舗等への入店や施設の利用を…

アパート等への入居を拒否されること

結婚について周囲の反対を受けること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(8) 新型コロナウイルス感染症に関する人権問題について 

【問 12】新型コロナウイルス感染症に関する人権問題について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）

をたずねたところ、「感染者やその家族等に対して差別的な言動・いじめ等が行われること」と答えた人の割合が

67.7％で最も高く、次いで「インターネットや SNS(ソーシャル・ネットワーキング・サービス)上で誹謗中傷やデマが流され

ること」（43.8％）、「治療にあたる医療従事者に対して差別的な言動が行われること」（41.5％）の順となっている。 

 

図 新型コロナウイルス感染症に関する人権問題について 

 
 

  

67.7%

41.5%

11.9%

34.0%

43.8%

21.7%

27.1%

5.6%

2.0%

2.8%

2.9%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

感染者やその家族等に対して差別的な言動・

いじめ等が行われること(n=1,056)

治療にあたる医療従事者に対して差別的な言動が

行われること(n=648)

小売業や流通業、清掃業等、社会生活の維持に

欠かせない職業に就いている人に対して

差別的な言動が行われること(n=186)

集団感染が発生した医療機関・施設・学校・

店舗等に対して誹謗中傷が行われること(n=531)

インターネットやSNS（ソーシャル・

ネットワーキング・サービス）上で誹謗中傷やデマが

流されること(n=683)

学校や職場、地域等の中で悪質なうわさやデマが

流されること(n=339)

感染者やその家族等の個人情報が

インターネットやSNS上に流されること(n=423)

行政からの外出や営業の自粛の呼びかけに応じない

個人・店舗等に対して嫌がらせが行われること(n=88)

その他(n=31)

特に問題と思うことはない(n=44)

わからない(n=46)

無回答(n=15)
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(9) 医療の現場における患者の人権について 

【問 13】医療の現場における患者の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねた

ところ、「医療行為の内容について、医師等が患者本人または家族に対しわかりやすい言葉で十分な説明を行わない

こと」と答えた人の割合が 36.2％で最も高く、次いで「医療に関する情報提供が十分でないこと」（27.8％）、「診断

を受けた医師とは異なった医師からの意見聴取（セカンドオピニオン）が難しいこと」（26.2％）の順となっている。最

上位の項目は前回の調査と同じ結果となっている。 

 

図 医療の現場における患者の人権について 

 

 

 

  

25.5%

36.2%

15.3%

23.8%

27.8%

25.3%

26.2%

1.7%

11.0%

13.0%

2.2%

20.5%

36.7%

14.0%

25.9%

21.4%

21.5%

29.1%

1.1%

13.3%

16.0%

0.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

治療に当たって、患者や家族の意志、考え方が

尊重されないこと

医療行為の内容について、医師等が患者本人または

家族に対しわかりやすい言葉で十分な説明を

行わないこと

医療現場における患者のプライバシーが

十分保護されていないこと

医療機関等において、患者に応じた配慮・対応が

十分でないこと

医療に関する情報提供が十分でないこと

医療に関する相談体制が十分でないこと

診断を受けた医師とは異なった医師からの

意見聴取（セカンドオピニオン）が難しいこと

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(10) 犯罪被害者等の人権について 

【問 14】犯罪被害者等の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねたところ、「マ

スコミの取材によって私生活の平穏が保てなくなったり、報道によってプライバシーが侵害されたりすること」と答えた人の

割合が 73.1％で最も高く、次いで「周囲の人の間やインターネット上で無責任なうわさ話をされる等の二次被害を受

けること」（48.7％）、「犯罪被害者等の立場や気持ちについて、理解や認識が十分でないこと」（30.6％）の順と

なっている。前回の調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっている。 

 

図 犯罪被害者等の人権について 

 

 
 

  

30.6%

73.1%

21.7%

14.1%

21.0%

24.0%

48.7%

1.2%

1.0%

7.9%

1.8%

30.6%

65.5%

20.8%

12.0%

23.2%

20.3%

44.6%

0.5%

2.1%

15.0%

0.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

犯罪被害者等の立場や気持ちについて、

理解や認識が十分でないこと

マスコミの取材によって私生活の平穏が保てなく

なったり、報道によってプライバシーが

侵害されたりすること

犯罪被害者等に対する相談やカウンセリング等の

精神的な支援体制が十分でないこと

犯罪被害者等に対する経済的支援が十分でないこと

捜査や刑事裁判において精神的な負担を受けること

加害者の捜査や裁判等に必ずしも被害者の声が

十分反映されるわけではないこと

周囲の人の間やインターネット上で無責任な

うわさ話をされる等の二次被害を受けること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(11) ＬＧＢＴ等の人権について 

【問 15】LGBT 等の人権について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）（※１）をたずねたところ、

「様々な性のあり方に関する理解や認識が十分でないこと」と答えた人の割合が 62.9％で最も高く、次いで「差別的

な言動をされること」（37.4％）、「本人の了解を得ず、その人の性的指向や性自認を第三者に明らかにする行為

(アウティング)が行われること」（30.8％）の順となっている。前回の調査結果と比べると、上位 2 項目の順位は同じ

結果となっている。 

 

図 ＬＧＢＴ等の人権について 

 

 
 

※１ 平成 28 年度は質問文を「性同一性障害者・同性愛者に関する事柄で、人権上、特にどのようなことが問題だと思いますか」としていたが、同一の趣

旨ではあるものの令和３年度は質問文を変更した。 

※２ 平成 28 年度は選択肢の文章を「性同一性障害者・同性愛者等に関する理解や認識が十分でないこと」としていたが、同一の趣旨ではあるものの

令和３年度は「様々な性のあり方に関する理解や認識が十分でないこと」と変更した。 
 

  

62.9%

29.9%

22.5%

37.4%

22.3%

3.2%

2.6%

30.8%

0.9%

2.9%

12.1%

1.7%

57.1%

28.5%

22.2%

31.9%

25.7%

2.0%

2.3%

選択肢なし

0.6%

5.1%

23.9%

0.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

様々な性のあり方に関する理解や認識が

十分でないこと※２

職場、学校等で嫌がらせやいじめが

行われること

就職・職場で不利な扱いをされること

差別的な言動をされること

じろじろ見られたり、避けられたりすること

宿泊施設、店舗等への入店や施設の利用を

拒否されること

アパート等への入居を拒否されること

本人の了解を得ず、その人の性的指向や

性自認を第三者に明らかにする行為

（アウティング）が行われること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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(12) インターネット上の人権侵害について 

【問 16】インターネット上の人権侵害について特にどのようなことが問題だと思うか（３つまで回答）をたずねたところ、

「他人を誹謗中傷する情報が掲載されること」と答えた人の割合が 72.5％で最も高く、次いで「プライバシーに関する

情報が掲載されること」（47.7％）、「子どもたちの間でインターネットや SNS を利用したいじめが発生していること」

（46.1％）の順となっている。前回の調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となっている。 

 

図 インターネット上の人権侵害について 

 

 

 

※平成 28 年度は選択肢の文章を「子どもたちの間でインターネットを利用したいじめが発生していること」としていたが、同一の趣旨ではあるものの令和３年

度は「子どもたちの間でインターネットや SNS を利用したいじめが発生していること」と変更した。 

 

  

72.5%

39.1%

47.7%

24.4%

7.0%

46.1%

16.0%

1.0%

0.8%

5.6%

1.8%

60.8%

35.4%

43.3%

23.0%

10.6%

37.3%

16.0%

0.8%

1.3%

15.2%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

他人を誹謗中傷する情報が掲載されること

他人に差別をしようとする気持ちを起こさせたり、

それを助長するような表現を用いた情報が掲載

されること

プライバシーに関する情報が掲載されること

出会い系サイトなど犯罪を誘発する

場となっていること

捜査の対象となっている未成年者の実名や

顔写真などが掲載されること

子どもたちの間でインターネットやSNSを利用した

いじめが発生していること※

わいせつな画像や残虐な画像など有害な情報が

掲載されること

その他

特に問題と思うことはない

わからない

無回答

令和３年度(N=1,560) 平成28年度(N=1,575)
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5. 同和問題(部落差別)について 

(1) 同和問題を知ったきっかけ 

【問 17】同和問題を知ったきっかけについてたずねたところ、「学校の授業で教わった」と答えた人の割合が 33.5％で

最も高く、次いで「家族（祖父母、父母、兄弟等）から聞いた」（26.7％）、「同和問題は知っているがきっかけは

覚えていない」（12.6％）の順となっている。前回の調査結果と比べると、上位 3 項目の順位は同じ結果となってい

る。 

 

図 令和３年度・平成 28 年度 同和問題を知ったきっかけ 

 

 

 

  

26.7%

25.7%

0.6%

0.8%

2.8%

3.1%

3.7%

2.4%

4.1%

5.3%

33.5%

27.0%

3.0%

3.9%

0.5%

0.1%

6.5%

6.4%

1.2%

2.0%

12.6%

16.3%

1.2%

3.5%

2.7%

2.4%

1.0%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

平成28年度(N=1,575)

家族（祖父母、父母、兄弟等）から聞いた

親戚の人から聞いた

近所の人から聞いた

職場の人から聞いた

学校の友達から聞いた

学校の授業で教わった

テレビ・ラジオ・新聞・本等で知った

インターネットで知った

同和問題の集会や研修会等で知った

県や市町の広報誌や冊子等で知った

同和問題は知っているがきっかけは覚えていない

その他

このアンケートで初めて知った

無回答



20 

 

(2) インターネット上で部落差別に関する人権侵害事例を見た経験 

【問 18(1)】インターネット上で部落差別に関する人権侵害事例を見た経験についてたずねたところ、「見たことがあ

る」は 9.4%であり、「インターネットを利用しているが、見たことがない」と答えた人の割合は 59.2％となっている。 

 

図 インターネット上で部落差別に関する人権侵害事例を見た経験 

 

 

 

(3) インターネット上で見た部落差別に関する人権侵害事例の内容 

【問 18(２)】インターネット上で見た部落差別に関する人権侵害事例の内容（複数回答）についてたずねたところ、

「同和地区名の公表」と答えた人の割合が 62.6%と最も高く、次いで「個人を名指ししない、集団に対する悪口」

（27.2％）、「個人を名指しした悪口」（16.3％）の順となっている。 

 

図 インターネット上で見た部落差別に関する人権侵害事例の内容 

 
 

  

26.8% 59.2% 9.4% 4.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

インターネットを利用したことがない

インターネットを利用しているが、見たことがない

見たことがある

無回答

16.3%

27.2%

62.6%

13.6%

3.4%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

個人を名指しした悪口(n=24)

個人を名指ししない、集団に対する悪口(n=40)

同和地区名の公表(n=92)

差別の呼びかけ(n=20)

その他(n=5)

無回答(n=4)



21 

 

(4) 部落差別の現状 

【問 19(１)】部落差別の現状についてたずねたところ、「部落差別はいまだにある」と答えた人の割合は 74.5%で、

「部落差別はもはや存在しない」は 22.9％となっている。 

 

図 部落差別の現状 

 

 

 

(5) 部落差別が残っている原因 

【問 19(2)】部落差別が残っている原因（複数回答）についてたずねたところ、「昔からある偏見や差別意識を、そ

のまま受け入れてしまう人が多いから」と答えた人の割合が 70.8%と最も高く、次いで「部落差別に関する正しい知識

を持っていない人がいるから」（52.4％）、「地域社会や家庭において偏見が植え付けられることがあるから」

（42.2％）の順となっている。 

 

図 部落差別が残っている原因 

 
 

  

74.5% 22.9% 2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

部落差別はいまだにある

部落差別はもはや存在しない

無回答

52.4%

17.1%

17.3%

70.8%

42.2%

25.9%

4.3%

33.5%

10.2%

5.4%

0.3%

2.2%

2.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

部落差別に関する正しい知識を持っていない

人がいるから(n=609)

落書きやインターネット上などで差別を

助長する人がいるから(n=199)

これまでの教育や啓発が十分でなかったから(n=201)

昔からある偏見や差別意識を、そのまま

受け入れてしまう人が多いから(n=823)

地域社会や家庭において偏見が植え付けられる

ことがあるから(n=490)

同和地区が行政から優遇されていたように

感じるから(n=301)

道路や水道などのインフラ整備が十分でない

地域がまだ残っているから(n=50)

「同和は怖い」という意識がまだ残っているから

(n=389)

教育や啓発をやりすぎたから(n=119)

その他(n=63)

特にない(n=3)

わからない(n=26)

無回答(n=30)
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(6) 被差別部落の出身者への認識 

【問 20】被差別部落の出身者への認識についてたずねたところ、「気にならない」がどの項目においても最も高くなって

いるが、「気になる」と答えた人の割合は、「交際相手や結婚相手」が 34.0％で最も高く、次いで「近所の人」

（11.9％）、「求人に対する応募者や職場の同僚」（8.2％）の順となっている。 

 

図 被差別部落の出身者への認識 

 

 

 

 

  

11.9%

34.0%

8.2%

73.2%

41.8%

76.5%

12.5%

21.4%

12.7%

2.4%

2.8%

2.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア 近所の人

イ 交際相手や結婚相手

ウ 求人に対する応募者や職場の同僚

（N=1,162)

気になる

気にならない

わからない

無回答
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(7) 同和問題の解決方法についての考え方 

【問 21】同和問題の解決方法についての考え方をたずねたところ、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」を合わせた

“そう思う”と答えた人の割合は、「同和問題について正しい理解と認識を深め、一人ひとりが差別をしない人権尊重の

意識を高めることが必要」が 84.4％で最も高くなっている。次いで、「教育・啓発・相談体制の充実などの施策を推進

することが必要」（73.5％）、「地域社会の中でお互いに交流を広めてまちづくりを進めることが必要」、「差別を受け

た被害者の救済を図ることが必要」（いずれも 70.1％）の順となっている。 

 

図 同和問題の解決方法についての考え方 

 

 

 

  

32.5%

51.0%

33.7%

33.3%

32.8%

13.2%

25.9%

19.7%

15.7%

35.1%

37.6%

33.4%

34.9%

40.2%

37.3%

24.2%

37.8%

25.6%

19.3%

30.6%

7.7%

3.3%

9.6%

6.9%

8.0%

23.0%

11.0%

14.5%

16.1%

8.9%

8.5%

4.1%

5.9%

5.5%

5.3%

23.9%

10.1%

16.4%

32.4%

7.4%

10.1%

5.6%

12.8%

10.6%

13.5%

13.1%

12.3%

21.2%

13.9%

15.2%

3.6%

2.6%

3.1%

3.5%

3.0%

2.7%

2.9%

2.6%

2.6%

2.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア 地域社会の中でお互いに交流を広めてまちづく

りを進めることが必要

イ 同和問題について正しい理解と認識を深め、一

人ひとりが差別をしない人権尊重の意識を高めるこ

とが必要

ウ 教育水準を高め、安定した職に就き、生活力を

高めることが必要

エ 教育・啓発、相談体制の充実などの施策を推進

することが必要

オ 差別を受けた被害者の救済を図ることが必要

カ マスメディア（テレビや新聞など）がもっと問

題を取り上げることが必要

キ 職場や地域社会でみんなが話し合えるような環

境をつくっていくことが必要

ク 部落差別を受ける人が一定の地区にかたまって

生活しないで、分散して住むようにすればよい

ケ 同和問題のことなど口に出さず、そっとしてお

けば、差別は自然になくなる

コ 身元調査をしない、させない取組を進めること

が必要

（N=1,162)

そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそうは思わない

そうは思わない

わからない

無回答
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(8) 同和問題解決に向けての思い 

【問 22】同和問題解決に向けての思いをたずねたところ、「とくに努力をしたいとは考えていないが、差別しないようにし

たい」と答えた人の割合が 62.8％で最も高く、次いで「自分のできる限りの努力をしたい」（15.8％）、「自分ではどうに

もならないのでなりゆきにまかせる」（7.9％）の順となっている。前回、前々回の調査結果と比べると「とくに努力をしたい

とは考えていないが、差別しないようにしたい」と答えた人の割合が増加している。 

 

図 令和３年度・平成 28 年度・平成 23 年度 同和問題解決に向けての思い※１ 

 

 
 

※１ 平成 28 年度は全回答者がこの質問に回答しているが、令和 3 年度は問 19(1)で「部落差別はいまだにある」と回答した者のみが回答しているため

比較にあたっては注意を要する。 

※２ 令和３年度は「もう誰も差別していないので、同和問題は存在しない」を選択肢から外している。 

 

  

15.8%

15.1%

16.3%

62.8%

50.3%

53.6%

7.9%

9.6%

8.2%

2.8%

2.0%

2.2%

9.1%

6.9%

2.8%

4.0%

3.5%

6.3%

8.7%

7.5%

1.5%

1.3%

1.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,162)

平成28年度(N=1,575)

平成23年度(N=3,111)

自分のできる限りの努力をしたい

とくに努力をしたいとは考えていないが、差別しないようにしたい

自分ではどうにもならないのでなりゆきにまかせる

できるだけ避けてとおりたい

もう誰も差別していないので、同和問題は存在しない※２

その他

特に考えていない

無回答
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6. 人権の尊重や侵害についての考え方 

(1) 古くからの言い伝えや考え方などについて 

【問 23】古くからの言い伝えや考え方（３項目）を示してたずねたところ、「おかしいと思うのでなくしていくべきだと思う」

と答えた人の割合は、「結婚の相手を決めるときに、家柄や血筋にこだわる考え方」が 53.7％で最も高くなっており、次い

で「女性という理由で、祭り等に参加できないことや、女人禁制など特定の場所に入れないという考え方」が 50.6％とな

っている。「「友引」の日にお葬式をしてはいけないという考え方」は、「おかしいと思うが自分だけ反対しても仕方がないと

思う」が 39.7％で他の事例に比べ高くなっている。 

 

図 古くからの言い伝えや考え方 

 

 
 

  

10.8%

21.9%

13.0%

32.0%

39.7%

30.6%

53.7%

35.6%

50.6%

3.5%

2.8%

5.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア 結婚の相手を決めるときに、家柄

や血筋にこだわる考え方

イ 「友引」の日にお葬式をしてはい

けないという考え方

ウ 女性という理由で、祭り等に参加

できないことや、女人禁制など特

定の場所に入れないという考え方

（N=1,560)

そのとおりだと思う

おかしいと思うが自分だけ反対しても仕方がないと思う

おかしいと思うのでなくしていくべきだと思う

無回答
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(2) 住宅を選ぶ際に忌避する条件 

【問 24】住宅を選ぶ際に忌避する条件（４項目）を示してたずねたところ、「避けると思う」「どちらかといえば避ける

と思う」を合わせた“避ける”と、「避けないと思う」「どちらかといえば避けないと思う」を合わせた“避けない”と答えた人の

割合を各事例で見ると、 

(ア)近隣に同和地区がある（避ける 43.8％：避けない 51.6％） 

(イ)近隣に低所得者など、生活が困難な人が多く住んでいる（避ける 47.9％：避けない 47.7％） 

(ウ)近隣に外国人住民が多く住んでいる（避ける 44.7％：避けない 51.0％） 

(エ)近くに精神科病院や障害者施設がある（避ける 37.5％：避けない 58.0％） 

となっている。 

 

図 住宅を選ぶ際に忌避する条件 

 

 

 

  

12.6%

13.3%

12.4%

9.2%

31.2%

34.6%

32.3%

28.3%

29.7%

29.6%

31.7%

33.8%

21.9%

18.1%

19.3%

24.2%

4.6%

4.5%

4.3%

4.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア 近隣に同和地区がある

イ 近隣に低所得者など、生活が困難

な人が多く住んでいる

ウ 近隣に外国人住民が多く住んでい

る

エ 近くに精神科病院や障害者施設が

ある

（N=1,560)

避けると思う

どちらかといえば避けると思う

どちらかといえば避けないと思う

避けないと思う

無回答
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7. 人権啓発について 

(1) 啓発活動への接触状況 

【問 25】啓発活動への接触状況についてたずねたところ、「よく見たり読んだり聞いたりした」「時々見たり読んだり聞い

たりした」を合わせた“見たり読んだり聞いたりした”と答えた人の割合は、広報誌が 63.8％で最も高く、次いで掲示物

（ポスター等）（58.0％）、テレビ・ラジオ（57.3％）の順となっている。 

 

図 人権啓発活動への接触状況 

 

 
 

11.9%

7.4%

10.4%

6.7%

9.4%

6.9%

3.8%

5.6%

3.4%

51.9%

45.6%

44.0%

51.3%

47.9%

41.8%

23.8%

22.7%

31.9%

31.8%

41.9%

40.6%

37.1%

37.9%

46.4%

66.9%

65.8%

59.3%

4.4%

5.0%

4.9%

4.9%

4.8%

4.9%

5.5%

5.8%

5.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ア 広報誌

イ 冊子 パンフレット

ウ 新聞

エ 掲示物（ポスター等）

オ テレビ・ラジオ

カ 地域情報紙・タウン誌

キ 映画・ビデオ

ク インターネット

ケ 街頭啓発

（N=1,560)

よく見たり読んだり聞いたりした

時々見たり読んだり聞いたりした

見たり読んだり聞いたりしたことがない

無回答
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(2) 講演会・研修会等への参加状況 

【問 26】人権に関する講演会や研修会等への参加状況についてたずねたところ、「参加したことがない」が 67.8％で最

も高く、次いで「１～２回参加した」（22.8％）、「３回以上参加した」（6.1％）の順となっている。前回、前々回の

調査結果と比較すると、「参加したことがない」と答えた人の割合が高くなっている。 
 

図 令和３年度・平成 28 年度・平成 23 年度 講演会・研修会等への参加状況 

 

 
 

8. 人権が尊重される社会の実現に向けての考え方 

(1) 人権が尊重される社会の実現に向けての考え方 

【問 27(１)】人権が尊重される社会の実現に向けての考え方についてたずねたところ、「自分も実現に向けて努力し

たい」と答えた人の割合が 39.3％で最も高く、次いで「特に考えていない」（23.1％）、「なりゆきにまかせる」

（21.3％）の順となっている。前回の調査結果と比較すると、どの項目も大きな変化は見られない。 
 

図 令和３年度・平成 28 年度・平成 23 年度 人権が尊重される社会の実現に向けての考え方 

 

 
  

6.1%

9.4%

11.1%

22.8%

27.6%

28.4%

67.8%

62.0%

54.7%

3.3%

1.0%

5.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

平成28年度(N=1,575)

平成23年度(N=3,111)

３回以上参加した １～２回参加した 参加したことがない 無回答

21.3%

22.9%

17.9%

11.0%

8.0%

8.1%

39.3%

39.4%

47.2%

2.8%

2.9%

2.8%

23.1%

26.4%

18.8%

2.6%

0.4%

5.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=1,560)

平成28年度(N=1,575)

平成23年度(N=3,111)

なりゆきにまかせる

誰かしかるべき人が実現すればよい

自分も実現に向けて努力したい

その他

特に考えていない

無回答



29 

 

(2) 人権が尊重される社会の実現に向けての考え方の理由 

【問 27(2)】(1)で「なりゆきにまかせる」と答えた人に、理由についてたずねたところ、「「人権が尊重される社会」がど

のようなものなのかが想像できず、自分が何をすればよいかがわからないため」と答えた人の割合が 33.4％で最も高く、

次いで「自分一人が努力してもどうにもならないと感じるため」（20.8％）、「仕事や学業、日常生活等で忙しく、他の

ことを考えている余裕がないため」（16.9％）の順となっている。なお、「既に「人権が尊重される社会」が実現しており、

自分が努力する必要性を感じないため」と答えた人の割合は 10.2%であり、「「人権が尊重される社会」に特に関心

がないため」と答えた人の割合は 1.2%となっている。 

 

図 人権が尊重される社会の実現に向けての考え方の理由 

 

 

 

 

 

10.2% 33.4% 16.9% 20.8%
14.2%

1.2%

2.4%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

令和３年度(N=332)

既に「人権が尊重される社会」が実現しており、自分が努力する必要性を感じないため

「人権が尊重される社会」がどのようなものなのかが想像できず、自分が何をすればよいかがわからないため

仕事や学業、日常生活等で忙しく、他のことを考えている余裕がないため

自分一人が努力してもどうにもならないと感じるため

個人ではなく、行政が取り組むべき課題であると思うため

「人権が尊重される社会」に特に関心がないため

その他

無回答
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